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問 題

企業が競争優位を確立する上で,優れた経営戦略は不

可欠の要素である｡しかし,戦略のみでは企業を成功に

導 くことはできないとも言われている (Kilmann,

1985;Uttal,1983)C経営陣がいくら優れた戦略を立案

しても,実行部隊であるミドル ･マネジメント以下のメ

ンバーが適切な行動をとらない限 り,成功を期待するこ

とはできないO戦略が実行されるプロセスにおいて,メ

ンバーの行動を方向づける要因の一つに組織風土 ･文化

がある (DaviS,1984)｡これまでの研究によると,組織

風土 ･文化は,次に挙げるような機能を通してメンバー

の行動に影響を与えると考えられている｡伊丹 ･加護野

(1989)および Sathe(1983)によれは,組織文化は,1)

メンバーのモチベーションや コミットメントを高め,

2)判断の基準を提供し,3)行動を方向づけ,4)コミュ

ニケー シ ョンを促進 す る役割 を果 たすO また,
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Forehand&Gilmer(1964)紘,組織風土の働きとして,

1)個人に対する刺激を与え,2)行動選択の自由を制約

し,3) 行動に報酬や罰を与える点を指摘 している｡要

するに,組織風土 ･文化は,メンバーの行動を動棟づけ,

方向づけるという機能を持つことから,戦略が実行され

る過程において促進的あるいは抑制的な働きをすると考

えられるO

組織文化 ･風土の重要性は実業界においても認められ

てお り,環境が激変する今日,さまざまな企業で組織文

化 ･風土の改革運動が進められている.しかし,組織が

主体的に行 う改革運動だけが,組織風土 ･文化を変える

推進力になるわけではない｡顧客ニーズの変化や競合相

手の戦略転換など,外的圧力によって意図せざる変化が

進行している場合もあり得るし,外部の圧力がきっかけ

になって組織内の改革が誘発されることも考えられる｡

本研究の主な関心は,組織の内部および外部の要因が,

組織風土 ･文化に対 しどのような影響を与えているかを

明らかにすることにある｡規定因としては,さまざまな

要田が考えられるが,特に,組織風土 ･文化マネジメン

トの可能性に注目したい｡なぜなら,この点に関しては

賛否両論が存在するからである｡つまり,組織風土 ･文

化は酸味でつかみどころがなく,変革しようとしても時

間とお金がかかるわ りには変化しないとの見方がある一

方で (Uttal,1983),組織風土 ･文化を計画的にマネジ
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メソトすることは可能であるとする考え方も存在し,さ

まざまな文化マネジメントプロセスが提唱されている

(Amen,1985;DaviS,1984;Kilmann,1985;Schein,

1985)｡本研究の目的は,外部環境の圧力を考慮した際

に,組織の計画的な変革努力が組織風土 ･文化に対して

相対的にどの程度のインパクトを与えているのかという

点を,大まかな傾向として定量的に検討することにある｡

これまで,組織風土 ･文化の変革可能性に関する議論

はかなり行われてきたが,それを定量的に検証した実証

研究は必ずしも多くないようである｡例えは,これまで

の組織風土研究では,多くの定量的分析が積み重ねられ

てきたが,大半は個人を分析単位とし,かつ研究の関心

は組織全体レベルの変革というより,むしろメンバーの

心理プロセスにあった (Click,1985)｡一方,組織文化

に関する研究においては,その変革あるいはマネジメン

トに関する議論が盛んに行われているにも関わらず,定

性的なケーススタディを中心に研究が行われてきたため

に,定量的な分析そのものが少なく (Reymolds,1986),

モデルが実証的に検証されることはなかった (Gordon,

1991)0

このような現状を踏まえると,組織風土 ･文化の変化

に対する,組織の内的要因,および外的要因の影響力を

定量的に分析するという本研究の試みには意義があると

考えられる｡そこで次節では,先行研究をレビューし,

これまでに検討 ･議論された組織風土 ･文化の規定国に

ついて整理したい｡

1.組織風土 ･文化の潰走困

前述したように,組織風土と組織文化は,メンバーの

行動を動機づけ,方向づけるという点では共通した機能

を持つと考えられる｡したがって,両者の規定因を整理

するにあた り,組織風土と組織文化をほぼ同義のものと

して扱うことにする｡

まず,組織風土 ･文化の規定田を整理し,まとめる際

に,Rotter(1978)の組織変動に関するモデル,および

Field&Abelson(1982)による規定国の分頬を参照した｡

Rotter(1978)紘,数カ月から数年にわたる中期の組織

変動を考える際に,6つの要素からなる組織動学モデ

ルを提示している｡このモデルは,外部環境,従業員と

その他の有形資産,公式的な組織編成,内部社会システ

ム,技術,経営陣といった6つの要素間関係と整合化

が,中期 (数カ月から数年)の組織ダイナミックスを決

定することを示している｡Rotter(1978)によると,こ

れらの要因のうち内部社会システムが組織風土 ･文化に

相当するが,この点から考えると,内部社会システム以

外の5つの要因 (外部環境,従業員とその他の有形資産,

公式的な組織編成,技術,経営陣)が組織風土 ･文化を

規定 していると解釈できる｡これら5つの要因は,級

織風土研究をレビューした Field&Abelson(1982)の
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研究において提起されている規定因の分類とも対応して

いる.彼らは,組織風土の規定田を,1)外的影響 (物質

的環境/社会文化的環境),2)組織的影響 (構造,規模,

技術等),3)個人的影響 (管理者行動,リーダーシップ

パターン等) の3つに分額しているが,Kotterモデル

をこれら3要因に対応させると,｢外部環境｣ は外的影

響に,｢公式的な組織編成｣と｢技術｣は組織的影響に相

当し,｢従業員とその他の有形資産｣及び ｢経営陣｣は個

人的影響に当たる (ただし,｢その他の有形資産｣ を除

く)｡この3分頬を基に,組織風土 ･文化の規定田をレ

ビューしたところ,規定因はこの3分類にはぼ含まれ

ると思われる.ただし,この分頬に属さない要田として,

｢全社的な経営成果｣(Dyer,1985;Lorscb,1985;)お

よび ｢特定の成功体験｣(加護野,1988)があり,これ

ら2要田を加えると,鼠織風土 ･文化の規定国は,1)

外的影響 (環境),2)組織的影響 (組織構造,システム),

3)個人的影響 (従業員,経営陣),4)全社的な経営成果

の影響,5) 特定の成功体験の影響,の5つに分類でき

る｡したがって,組織風土 ･文化の規定因を整理するに

あた り,この5分類を基本に考えることにする｡以下

では,これら5つの要田について検討したい｡

1) 外的影響 (外部環境の変化) コ./ティンジェン

シー理論によれば,組織変化の起因となるのは環境の変

化である (加護野,1983)｡つまり,環境が変化するこ

とで,組織内の均衡が崩れ,組織内にさまざまな変化を

引き起こすと考えられる｡一口に環境といっても様々な

要素がある｡Gordon(1991)は,環境を①競争的環境 (市

場における競争者の数,環境変動の激しさ,市場の成長

性),(塾顧客の要求,(診社会的期待の3つに分けて論じ,

自社の属する市場環境が要求する仮定によって,各企業

の文化が影響を受けるとしている｡また,Deal& Ken-

nedy(1982)ち,｢活動に伴うリスクの大きさ｣と｢結果

が現われる速さ｣という2つの環境特性次元によって組

織文化を4つに分類 しており,環境が組織風土 ･文化

に与える影響を示唆している｡

2)組織的影響 (組織構造 ･システムの変化) 企業が

発展し,その規模が大きくなるにつれ,部門数や階層あ

るいは権限体系が変化する傾向にあるといわれている

が,それにともなって組織風土 ･文化も変化すると考え

られる｡例えば,Payne&Pugh(1976)は,意思決定権

が分散しているほど配慮とサポー トの風土が高まるとし

ている｡これに対し,Lawleretal.(1974)紘,顔.織風

土の先行要田として組織構造と組織プロセスの影響を定

量的に分析した結果,組織構造による影響が見られなか

った点を報告している｡このように組織構造と組織風土

の関係を検討した従来の研究では,一貫した結果が得ら

れておらず (Schneider&Reichers,1983),今後さらに

検討が必要であると考えられる｡また,業績基準やキャ
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リアパスの公式化 (Ashforth,1983),緩やかなインセン

ティブ (Sathe,1983)といった人的資源管理に関するシ

ステムも組織風土に影響を及ぼすとされている0

3)個人的影響 (メンバーの加入 ･脱退) 新しいメン

バーが加入したり,既存のメソバーが脱退する場合にも

組織風土 ･文化が変化することがある｡Sathe (1983)

は,意図する文化に適合する人を雇い,適合しない人を

解雇することで,意図した文化を促進することができる

としている｡同様に Schneider&Reichers(1983)紘,

新しいメンバーを投入することで組織風土を変えること

ができると考えているが,これに対しAshforth(1985)

は,集団圧力やメンバーの不安低減欲求が既存風土-の

同調を引き起こすため,新メンバーの加入による効果は

小さくなると主張しているoLかし,組織内で/くワ-杏

発揮できるポジション (例えは経営陣) においてメン

バーの交代があった場合には,組織風土 ･文化が変化す

る可能性が高くなると考えられる｡経営陣の交替と,そ

れ以下のメ/バーの交替とでは,おのずと意味が違って

くるのである｡これまでの研究においても,経営陣の交

替は組織風土 ･文化に大きなインパクトを与える点が指

摘されており (Dyer,1985;Helmicb&Brown,1972;

Lorsch,1985;Wilkins&Dyer,1988),特に,新しい経

営者が代替的な風土 ･文化を持ち込む場合には大きな影

響をもたらす (Wilkins&Dyer,1988)0

4) 全社的な経営成果の影響 個人が成功や失敗の体

験から様々なことを学習し,自己の行動′くタ-ソを決定

するのと同じように,組織も成功や失敗から学習し,組

織風土 ･文化を変容させる｡代表的なモデルとして組織

の進化モデルがある (Campbeu,1969;加護野,1985;

Weick,1979)｡この理論はダーウィンの進化論をもと

に組織研究-導入されたものであ り,組織の進化を

Enactment(別売 ･変異発生) ･Select(選択) ･Reten-

tion(保存)の3つのプロセスによって説明している｡

つまり,組織内に起こった様々な行動様式や考え方のう

ち,有用とみなされたものが選択され保有される一方で,

有用でないと判断されたものが破棄されるプロセスを表

わしている｡

Dyer(1985),Lorsch(1985)は,組織の業績が低下す

るときに危楼感が広まり,その結果,組織文化に変化が

生じることを示唆している｡つまり,産業環境に変化が

生じ,過去の仮定 (組織文化)が有効でなくなるに従い

業績が低下し,それが変化-のプレッシャーとなるので

ある｡ただし,過去の成功に基づいた組織文化はしばし

ば変化-の抵抗を示すことがある (Cordon,1991)｡し

たがって,全社的な経営成果は,必ずしも組織風土 ･文

化の変化につながるとはいえない｡

5)特定の成功体験の影響 特定の商品やサービス,

あるいは特定部門が成功をおさめると,それが見本例と

なって社内に伝播 し,その結果として組織文化に変容が

起こることもある (加護野,1988)｡この現象も,上述

した進化モデルによって説明可能である｡つまり,有用

であるとみなされた特定集団のや り方が役割モデルとな

り,組織内に広まるのである｡Martin& Siebl(1983)

紘,組織内に存在するカウンターカルチャーがしばしば

組織全体の文化に影響を与えることを示唆している｡例

えば,IBM におけるパソコン開発の社内ベンチャーチー

ムの成功は,巨大企業 IBM に全社的な文化変容のきっ

かけを提供したと言われている (榊原はか,1989)0

以上挙げた5つの要田は,それぞれ独立 しているの

ではなく,相互に関連していると考えられる｡例えは,

環境の変化や特定集団の成功は組織の全社的経営成果に

影響を与えるし,経営陣の交替は組織構造の変革を引き

起こす場合もあると思われる｡

2.組織風土 ･文化の概念

前節では,組織風土および組織文化を並列的に扱った

上で規定困の検討を行ったが,本節では,組織風土 ･文

化の概念規定を明確にしておきたい｡まず組織文化の概

念であるが,これまで様々な形で定義されているため一

致した見解には達 していないのが現状である (Hofstede

etal,1990;Smircich,1983)｡しかし一般的には,いく

つかのレベルからなる複合的な概念として捉えられるこ

とが多いO例えば,Rousseau(1990)は,組織文化の概

念について,図1に示すような層状構造のモデルを提

案 している｡このモデルを見ると,人為的構成物 (ar-

tifacts)あるいは行動パターンといった具体的で日に見

えるレベルから,価値や仮定といった日に見えずかつ日

常的には意識されないレベルまで,組織文化はいくつか

の要素によって構成されていることがわかる｡同様に

Schein(1985)紘,組織文化のレベルとして,人為的構

成物 (artifactsandcreations),価値 (values),基本的

仮定 (basicassumptions) という3つのレベルを想定

し,河野 (1993)ち,組織文化を,行動パターン,意思

決定パターン,共有された価値観という3つの要素か

ら成るものとして捉えている｡いずれも,組織文化がい

くつかのレベルから構成されるものとしている｡

さまざまなレベルのうち,どのレベルで組織文化を定

義するかは研究者によってマチマチであるが,大きな傾

向として2つの考え方に分類される (Ashforth,1985;

Keesing,1974;Sathe,1983)｡第 1の考え方は,組織

内の目に見える行動パターンや具体的な事象を組織文化

として捉える立場 (adaptationist派)であり,第2の考

え方は,組織内で共有されている価値や仮定といった目

に見えない概念を組織文化とする立場 (ideational派)

である｡

組織文化をいくつかのレベルから成るものとして考え

た場合,組織風土は adaptationist派による組織文化の
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図1 組織文化の層状モデル

定義,つまり,組織内の目に見える行動パターンや具体

的な事象に相当すると思われる｡すなわち,Rousseau

(1990)あるいは河野 (1993)の層状モデルにおける｢行

動パターン｣,Schein(1985)のモデルにおける｢人為的

構成物｣の一部が射殺風土にあたるO従来の研究におい

ても,組織文化は組織風土をつつみ込む概念として考え

られ (Ashforth,1985),組織風土の上位概念として位置

づけられている (Schneider,1985)Qつまり,風土は文

化が顔在化したものであ り (Ashforth,1985),｢表明さ

れた鼠織文化｣｢自覚された組織文化｣ として捉えるこ

とができる (藤田,1991)｡こうした点を踏まえて,本研

究では,範織文化が顕在化したものとして鼠織風土を位

置づけ,｢鼠織内において共有された行動パターン｣ と

して定義する｡

本研究は,組織文化ではなく組織風土に焦点を当てる

が,その理由は以下の3点であるC第 1に,組織間の

特性の違いが,価値や仮定のレベルよりも行動 レベルに

おいてより顕著に表われると考えられるためである｡

Hofstedeetal(1990)は,組織文化を慣習 (practices)

と価値 (Values)に分けて測定した結果,慣習レベルに

おいて,より顕著に組織間の差が見られたことを報告し

ている｡第 2の理由は,他の組織要因と概念的に区別

する必要があるという点である｡組織文化を価値や仮定

によって定義した場合,組織構造 ･戦略 ･制度などの要

田との間で概念的な区別が暖味になりがちであるO同様

な批判は組織風土の概念に対 してもなされてお り,

James&Jones(1974)によれば,組織風土は構造,チ

クノロジー,公式化 (fomalization)といった組織特性

とオーバーラップするものとして批判されている｡この

ような暖昧さは,一般的に組織文化が ｢共有された価

値｣,組織風土が ｢共有された知覚｣として考えられてい
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る (Ashforth,1983)ことに関係している｡したがって

本研究では,組織風土を ｢共有された行動パターン｣と

して限定的に定義することで,この種の暖昧さを低下さ

せようとしている｡第3の理由は,組織変革という観

点を強調したいためである｡つまり,組織が実質的に変

化するのは,組織構成員の意思決定ないし行動パターン

に変化が見られたときである (占部,1971)という点を

重視する｡

以上挙げた3つの理由から,本研究は姐織風土に焦

点を当てているが,基本的に風土と文化の違いは,組織

の表層的な面を強調するか深層的な面を強調するかに関

係すると思われる｡Ashfortb (1983)は,｢共有された

仮定｣を狙織文化,｢共有された知覚｣を組織風土として

捉えた場合,文化は風土を包む概念であるが,大きな概

念的な隔た りはないとし,また Glick(1985)によると,

両者の違いは,むしろ研究の方法論の違い,あるいは概

念が使われるコンテクス トの違いであるとしている｡す

なわも,組織風土論が質問紙調査や実験をもとにした定

量的アプローチを中心とするのに対し,組織文化論は文

化人類学の手法をもとにした定性的アプローチが中心で

ある (Denison,1990)｡また,組織風土が職場小集団の

モラールやモチベーションとの関係において問題とされ

てきたのに対し,組織文化は組織の環境適応あるいは戦

略というマクロ的な現象との関わ りで用いられることが

多い (加護野,1993;Weick,1985)｡

したがって,本研究は組織の表層的な側面を扱 う組織

風土に焦点を当てているものの,組織を分析単位として

いる点,また組織業績,環境要因を考慮していることか

ら考えて,組織文化論の研究コンテクス トに沿った研究

であるといえる｡したがって,本研究は,組織文化の現

象的側面を扱った研究として位置づけることができるか



組織風土の規定田に関する研究

図2 作業モデル

もしれない｡

3.作業モデルおよび仮説

本研究では,前述したように組織風土の規定田を大き

く5つに分類したが,これらの分頬を基にして作業モ

デルを作成した (図2)｡このモデルは,｢環境変化｣｢鼠
織構造 ･システムの変化｣｢スタッフの変動｣｢経営成果

の変化｣｢特定の成功体験｣ の5つの変数群が,組織風

土に影響を及ぼしていることを示している｡｢環境変化｣

紘,業界の競争状況や顧客ニーズの変化,｢組織構造 ･

システムの変化｣は凝.織の構造 ･制度 ･システムの変化

(注3),｢スタッフの変動｣ は経営陣の交代,中途採用

や新卒採用の増加,｢経営成果の変化｣ は全社的な業績

の変化,｢特定の成功体験｣ は個別商品 ･サービスの成

功 ･失敗,特定部門の成功 ･失敗を意味する｡

5つの要田のうち,組織が主体的に行う改革と関係

するのは ｢組織構造 ･システムの変化｣および ｢スタッ

フの変動｣である｡これら2つの要田は,組織メソ,1-

が意図的に操作することが可能であると考えられる｡こ

れに対し,環境変化は外部からの影響であるため直接的

にマネジすることは難しく,また,全社的な業績および

特定集団の成功についても,外的要田と内的要田が相互

作用した結果生じるものであるため直接的に操作するこ

とは難しいDしたがってこのモデルを検証することによ

って,外部要因の影響 (環境変化),内部要因の影響 (級

織改革,スタッフの変動),そして外部要因と内部要因

が相互作用した結果生み出されるアウトプットの影響

(全社的な経営成果,特定の成功体験) が,組織風土に

対して相対的にどの程度のインパクトを持つかを明らか

にすることができる｡本研究の目的は,組織風土を規定

する要因の影響力を大まかな形で捉えることにあるが,

特に,組織風土のマネジメント可能性を検証することに

焦点を当てている｡その意味で,特に組織構造 ･システ

ムの影響,およびスタッフの移動の影響に注目したい (荏

4)0

本研究は探索的な性格を持つが,研究目的をより明確

にするために,前述した作業モデルについて以下のよう

な作業仮説を設定した (注5)0

仮説 1:環境変化は,組織風土に対して影響を及ぼ

しているだろう｡

仮説2:全社的な経営成果の変化は,組織風土に対

して影響を及ぼしているだろう｡

仮説3:特定の成功体験は組織風土に対 して影響を

及ぼしているだろうO

仮説4:組織構造 ･システムの変化は,組織風土に

対して影響を及ぼしているだろう｡

仮説 5:経営陣の交代は,組織風土に対 して影響を

及ぼしているが,新卒採用 ･中途採用の増

加は,組織風土に対 して影響を及ぼしてい

ないだろう｡

ここで仮説設定の根拠についてふれたい｡まず,組織

(注3) この場合の組織構造 ･システムは,公式的な組
織構造 ･システムを意味する.

(注4) 従来の研究では,組織構造の諸特性 (公式化の
度合,規模,階層の高さなど)と組織風土の関係が検討

されてきたが,本研究では,組織改革の動きそのものに
焦点を当てる.

性 5) 本来ならば組織風土の各次元について仮説を設
定すべきであるが,本研究の目的が探索的なものである

ことから,組織風土のうち,いずれかの次元に対して影
響を及ぼしていれば仮説が支持されたものとして考え
る.

79



松尾 陸

は環覚に適応することによって存続が可能となるという

命題から考えて,環境変化は組織風土に対して最も強い

影響を及ぼすと予想できる｡また,しばしば,環境に対

する影響は全社的な業績に反映されることから,全社的

業績も組織風土を規定していると考えられる｡これに関

連して,個別商品 ･サービスおよび特定部門の成功 ･失

敗は,進化論モデルの観点から考えると,組織風土に対

して大きな影響力を持つと予想される｡組織構造 ･シス

テムの組織風土への影響に関しては,これまでの研究結

果が一貫しておらず,その効果については意見の分かれ

るところであるが,本研究では,組織風土 ･文化はマネ

ジメント可能であるという立場に立ち,組織構造 ･シス

テムが影響力を持つと予想する｡最後に,組織内におけ

るパワーという観点から考えると,経営陣レベルの交代

は影響力を持つが,新卒採用 ･中途採用の影響力は小さ

いと思われる｡

方 法

1. 調査方法

1994年 10月に,岡山県内に本社を置 く民間企業

345社を対象に質問紙調査 (郵送法)を実施し,153社

から回答を得た (回収率44.3%)｡企業規模は,従業員

数 100人未満の企業が全体の30.1%,100人以上500

人未満が51.6%,500人以上が 18,3%である｡業種は,

さまざまな分野に分散していた｡また,1社につき1

通の質問票を送付し,会社全体を見渡すことのできる課

長職以上の管理者によって,客観的に社内外の状況を記

述してもらう方法を採用した｡回答者の所属部門として

は人事 ･総務部が最も多く,全体の78.4%を占めてい

たが,部門別における回答の偏 りを検討するため,組織

風土に関する12項目を対象に,人事 ･総務部とそれ以

外の部門の回答に対して T 検定を行った｡その結果,

部門別の有意差は認められなかった｡回答者の属性とし

ては,課長以上が全体の87.5%を占めており,｢会社全

体を見渡すことのできる課長以上の管理者｣という条件

を,ほぼ満していると考えられる｡

部 門間で協力するようになった

2.質問項目

質問項目は,従属変数として導入した ｢組織風土｣に

関する12項目,独立変数として導入した ｢環境変化｣,

｢組織構造 ･システムの変化｣,｢スタッフの変動｣,｢経

営成果の変化｣,｢特定の成功体験｣ に関する17項目で

ある｡本研究のモデルでは,独立変数と従属変数の間の

因果関係をより明確にするために,項目によって時間的

な差を設けたOすなわち,従属変数である組織風土項目

については,最近2-3年の変化に関して,独立変数

項目については,5-6年前から2-3年までの間に

起こった変化を想起してもらう方法を採用し,独立変数

が従属変数に時間的に先行するようにした (注6)0

1) 組織風土項目 これまでの組織風土をレビューし

た研究 (Campbeueta1.1974;Field&Abelson,1982等)

によると,組織風土次元 として,自主性 (自律性:

autonomy),構造の程度 (degreeofstmcture),報酬

(rewards),配慮 ･暖かさ･サポート (consideration,

warmthandsupport)の4次元が共通して見られる｡た

だし,このうち,構造の程度,報酬に関しては,組織構

造 ･システムと概念的にオ-バーラップすると考えられ

るため,本研究では扱わないことにした｡また,鮭織文

化の定量的研究 (Hofstedeetal,1990;Reynolds,1986)

で採用されている次元も参考にして,その一部を導入し

た｡本研究で使われる主な次元としては,自主性,配慮,

顧客志向,タスク志向,協力志向,安全志向である (項

目については蓑 1参照)｡なお,質問形式としてほ ｢最

近2-3年における,社内での行動パターンの変化｣を

5段階尺度によって測定した (図3参照)0

2)独立変数項目 独立変数である,環境変化 (2項

目),組織構造 ･システムの変化 (6項目),スタッフの

変動 (4項目),経営成果の変化 (2項目),特定の成功

体験 (3項目)については,｢5-6年前から2-3年

前までに生じた社内における変化｣を5段階のリカート

尺度を使って測定した (項目については表2参照)0

図3 質問形式
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(注6) このことから,本研究は中期 (数年間)の組織
変動を扱っているといえる.
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表 1 組織風土の変化に関する項 目の因子分析 (主因子法,,ll)マックス回転後:N-153)

項 目 第 1国子 第 2田子 第 3因子 第 4田子 第 5因子

(部門間コミュニケーション:α-.76)

上下や部門の違いにとらわれず,積極的な議 ｢ ,-6-69 ｢ ･290 .069 .072 ･086
論が行われるようになった

部門間で必要な情報が伝わるようになった : .754 :

部門間で協力するようになった ∴ 842 :

(自主性:α-.66)

各自が自分のペースで仕事を進められるよう .316
になった

現場に対 して権限が委譲されるようになった .060
次につながる失敗は評価されるようになった .398
各自の個性が,仕事に活かされるようになっ .350
た

(顧客志向:α-.65)

顧客のニーズや態度に対 して敏感になった .150
顧客情報に基づいて,商品 ･サービスを提供 ,167
するようになった

(仕事中心志向:α-.32)

目標達成-のプレッシャーが強くなった .066
社員の健康や個人生活より,仕事の方が優先 -.062
されるようになった

(実験主義)

新 しい試みが実験的に行われるようになった .299

.122 .239 -.117 .187

.021 .119 -.058 .079

.603 : -.048 .370 -.396

.880 : -.060 .017 .176

.421 : .335 .098 -.035

.537 : .385 -.216 .027

.100 :.813 : -.032 .055
-.065 :.802 : .127 .091

.162 .424 :.631: .372

.148 .278 :.804 : .207

.076 .106 .070 ｢".18-テflI1し_____I__｣
1.77 1.92 1.28 1.19

14.75 15.96 10.68 9.93

33.91 49.87 60.55 70.48

固 有 値 2.29

寄 与 率 (%) 19.16
累積寄与率 (%) 19.16

結 果

1. 組織風土の構造

組織風土項 目間の構造を明らかにするため,12項 目

について因子分析 (主因子法 ･,ミ])マックス回転)を行

った (表 1)｡その結果,5つの田子 (固有値 1.0以上,

累積寄与率 70.48%)が検出され,以下のように因子の

意味が解釈された｡すなわち,第 1困子が部門間コミ

ュニケーション,第2因子が自主性,第 3因子が顧客

志向,第4因子が仕事中心志向,第 5困子が実験主義

である｡｢部門間コミュニケーション｣ とは部門間で活

発な議論,情報交換,協力行動が見られることであ り,

｢自主性｣とは,メンバー各自の自主性が認められ個性

が活かされていることを示 し,｢顧客志向｣ は,顧客の

ニーズを尊重 し,顧客本位の商品 ･サービスの提供が行

われていることを意味する｡また,｢仕事中心志向｣は,

仕事における目標達成が個人生活よりも重視されている

ことを,｢実験主義｣ は,新 しい試みが実験的に行われ

ることを示す｡

ただし,それぞれの信頼性係数 (クロンバ ックのα係

注:αはクロンバ ックの α係数

敬)を算出したところ,部門間コミュニケーション.76,

自主性 .66,顧客志向.65,仕事中心志向.32であったo

Lたがって,信頼性係数が低い仕事中心志向および 1

項 目のみから成る実験主義は,分析の対象から除外 した｡

結果として,本研究における分析対象として採用された

従属変数は,｢部門間コミュニケ-ショソ｣,｢自主性｣｢顧
客志向｣の3次元である｡

これ ら3つの次元は,従来の研究で提起 された次元

を網羅するものではないが,主要な次元を含んでいると

考えられる｡例えは,これまでの組織風土研究において

共通 して見 られる4つの次元の うち,2つの次元を含

んでいる｡つまり,｢部門間コミュニケーション｣は ｢配

慮 ･暖かさ ･サポー ト｣ と類似 した次元であ り,｢自主

性｣ は ｢自律性 (自主性)｣ に対応する｡ さらに,

Kilmann(1985)は,重要な組織文化特性として4つの

領域を挙げているが,そのうちの一つ ｢タスクサポー ト｣

(他の仕事集団に対 して仕事上のサポー トを与える程度)

紘,本研究における ｢部門間コミュニケーション｣に対

応すると考えられる｡また,Hofstedeetal.(1990)が

提示 した組織文化の6次元の うち,本研究の風土次元
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表 2 組織風土の規定因の分類 (因子分析に基づく)

組織スリム化 大幅な人員削減/管理職の削減 .鼠織のフラット化/事業の統合 .廃止

組織再編成 大幅な組織改正/評価制度の変更/組織改革運動の実施

経営成果の変化 業績の急激な伸び/業痕の急激な落ち込み

特定の成功体験 特定商品サービスの成功 .失敗/特定部門の成功

経営陣の変動 経営陣の交代 (内部昇格)/経営陣の交代 (外部からの就任)

採用の増加 積極的な中途採用/新卒の多数採用

は｢コミュニケーション｣および｢顧客志向｣に関する次

元を含んでいる｡さらに,5つの主要な組織文化研究

をレビューしたReynolds(1986)は,各研究に共通して

見られる14の組織文化次元を抽出しているが,その中

で最も共通して見られた ｢顧客志向｣の次元が本研究に

導入されている｡

このように,従属変数として使われる3つの次元は,

従来の組織風土 ･文化研究における次元を全て網羅する

ものではないが,主要な次元を含んでいると考えられる｡

なお,これ以降の分析にあたっては,各因子に属する項

目の平均値を各次元の値とした｡

2.独立変数の構造

独立変数である17項目それぞれを独立変数として分

析することは煩雑であるため,類似した要田をまとめる

意味で因子分析 (主因子法 ･バ リマックス回転)を行っ

た｡その結果,7つの田子 (固有値 1.0以上で累積寄与

率74.11%)が検出された (表2)Oまず,｢組織構造 ･

システムの変化｣に関する項目は,組織を構造的に削減

する要因 (組織スリム化:第 1因子)と組織を全体的に

再編成する要田 (組織再編成:第7国子)に分かれた｡

これは,一口に組織改革といっても削減志向の改革と,

人や部署は減らさずに再編成する改革があることを示し

ている｡｢スタッフの変動｣ は, トップマネジメントの

交代に関する要因 (経営陣の変動:第5田子)と,中途

採用や新卒採用についての要田 (採用の増加:第6因子)

に分割された｡｢経営成果の変化｣(第2田子),｢特定

の成功体験｣(第4国子),｢環境変化｣(第3田子)に関

しては,当初の予想通 りに抽出された｡したがって,変

数は若干細分化されたものの,大まかなモデル自体には

変更はないoなお,これ以降の分析に当たっては,抽出

された各因子の平均値を各変数の値とした｡

3. モデルの検証
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本研究のモデルを検証するために,パス解析を行った｡

結果は,図4に示すとおりである (従属変数としての組

織風土には3つの次元があるが,煩雑さを避けるため

に,図では一つにまとめ,各次元に対する標準回帰係数

のみを示した)0

1)全体的な傾向 従属変数である組織風土には3つ

の次元があり,本来ならば各次元について独立変数の効

果を検討すべきであるが,｢組織風土の規定国の大まか

な方向性を探る｣という本研究の目的に基づき,以下で

は,3つの組織風土次元のうちいずれかの次元に対 し

統計的に有意な影響を与えていれば,組織風土を規定し

ているものと考えた｡

7つの独立変数のうち,組織風土次元のいずれかに

対して直接的に影響力を及ぼしていたのは ｢環境変化｣,

｢組織再編成｣,｢経営成果の変化｣,｢特定の成功体験｣

の4変数であった｡これに対し,｢組織のスリム化｣,｢経

営陣の変動｣,｢採用の増加｣の3変数については,有意

な結果が認められなかった｡この結果は,企業を取 り囲

む環境,組織を再編成しようとする動き,および経営の

成果が組織風土を規定していることを示している｡組織

構造 ･システムの変化に関して注目すべきことは,事業

を統廃合した り人員を削減する削減型の鼠織改革より

ち,既存の組織を再編成しようとする動きが組織風土に

対してインパクトを持っていたという点である｡さらに,

スタッフの交代は,それが経営陣レベルの交代であって

ち,組織風土-の直接的な影響は見られなかった｡しか

し,経営陣の交代は組織再編成との間に相関があること

から考えると,組織風土に対して間接的に影響を及ぼし

ていると推定できる｡すなわち,経営陣が交代すること

により,新しい経営陣が組織再編成を始動させ,その結

果,組織風土に変化が生じると考えられるO以上の結果

から,仮説 1,2,3は支持され,仮説4,5は部分
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図4 本研究のモデルにおけるバス解析の結果

構造･システムの変化

注1) 統計的に有意な係数のみ表示 *p<.05/糊p<.01/***p<.001
注2) 太枠で囲った変数は,組織風土への係数が有意な変数である.

注3) 双方向の矢印は相関関係を意味する,

的に支持された｡また,環境変化から組織構造 ･システ

ムの変化,スタッフの変動-のパスは有意ではなく,環

境変化によって組織改革の動きが誘発されるという関係

は見られなかった｡

2) 組織風土次元ごとの検討 次に,3つの組織風土

次元ごとに,規定田を検討した｡まず,｢部門間コミュ

ニケーション｣ は,｢環境変化｣,｢経営成果の変化｣,｢組

織再編成｣の3変数から影響を受けていたOすなわち,

市場や顧客のニーズが変化したり,業績が向上する場合,

あるいは組織再編成の動きが生じると,部門間の議論が

積極的になり,協力行動が増えるのである｡つまり,部

門間のコミュニケーションに関する限り,外的圧力と内

的コントロールの両方の影響を受けるといえる｡次に,

｢自主性｣ は,｢経営成果の変化｣と｢特定の成功体験｣

の2変数から影響を受けていた｡つまり,組織の業績

が高まったり,特定の部門が成功すると,個人の自主性

や個性が尊重されるようになる債向が見られた｡自主性

を尊重する組織風土は,経営成果に左右されるといえよ

う｡また,｢顧客志向｣は ｢環境変化｣によって影響を受

けていた｡言い替えれば,顧客のニーズを尊重する傾向

は市場や顧客の変化によって生じるといえるC

以上の結果から,一口に組織風土といっても,次元に

よって規定国が異なることがわかる｡環壁変化という外

的圧力によって変化するものもあれは,人為的なマネジ

メントによって変革可能な次元も存在するのである｡

3) 全体的変動に関する分析 これまで,組織風土の

各次元を個別に従属変数として分析してきたが,次に,

次元に関係なく組織風土の全体的な変動について分析す

るOつまり,｢組織内における行動パターンがどの程度

変動したか｣という点に着日して分析を行った｡まず,

組織風土に関する12項目について,変化の方向は無視

し,変化の度合のみを係数化することで,全体的な行動

パターンの変動を表わす変数を作成した｡具体的な操作

化の例として,例えば,｢現場に対して権限委譲される

ようになった-5432 1-現場に対して権限が委

譲されなくなった｣ という項目の場合,｢以前と変らな

い:3｣という回答に対しては,行動パターンに変化が

ないとみなし ｢0｣とした｡これに対し,変化が見られ

た場合,例えは ｢ややその通 り:4あるいは2｣という

回答は｢1｣に,｢全くその通 り:5あるいは 1｣という

回答は ｢2｣に変換した｡つまり,回答の方向性は無祝

し,その変化の度合のみを得点化するのである｡各項目

について,このような操作を行い,12項目について合

計した値を｢組織風土の全体的変動｣と呼ぶことにした0
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表 3 組織風土の全体的変動を従属変数としたときの
重回帰分析の結果

独立変数 標準回帰係数 t値 検定

組織再編成

環境変化

経営成果の変化

組織ス1)ム化

特定の成功体験

経営陣の変動

採用の増加

4

1

1
4
5
5
1

1

0

4
3
7
9
5

3

3

2
1
0
0
〇

一

一

9

4
0
2

6

8

4

2

2
2
1

0

0

0

一

一

*p<.05
**p<.01

自由度調整済決定係数 .17

この変数は,｢最近2-3年において,従業員の行動パ

ターンに見られた何らかの変動｣を意味しているC

このようにして操作化された｢組織風土の全体的変動｣

を従属変数に,モデルにおける7つの変数を独立変数

にして重回帰分析を行った (表3)｡その結果,有意に

寄与している変数は ｢組織再編成｣,｢環境変化｣,｢経営

成果の変化｣の3変数であった｡この結果は,パス解析

の結果とはぼ一致するものであるO組織における何らか

の行動パターンの変化に影響を与えるのは,環境変化と

いう外的要因,組織再編成という人為的な組織構造変革

の動き,および業績向上という経営成果の変化であるこ

とが明らかになった｡この結果は,仮説 1,2を支持

し,仮説 4,5を部分的に支持するものだが,仮説3

は支持されなかった｡ただし,この分析は非常にラフな

ものであるため,大まかな方向性のみを示しているとい

えよう｡

考 察

1. 組織風土の規定田

本研究は,組織風土を規定する要因,特に組織改革の

効果を検討することを目的として行われ,｢環境変化｣,

｢組織再構築｣,｢経営成果の変化｣,｢特定の成功体験｣

の4変数が阻織風土に影響を及ぼしていることが明ら

かになったOこの結果は,組織が主体的に行う組織改革

によって鼠織風土をマネジメントできることを示唆する

ものであるが,同時に,それ以外にも,様々な要田が作

用していることを示している｡つまり,組織風土は,外

部からの影響,内部からの影響,そして経営のアウトプ

ットによる影響を受けているのである｡結果から示唆さ

れることは,以下の4点である｡

1)環境の影響 まず,Cordon(1991)が指摘してい

るように,鼠織風土は,当該組織が属する環境に,ある

程度依存すると考えられる｡特定の業界で行動する限 り,

その業界にとどまるための必要条件とでもいうべき組織
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風土特性が存在するのかもしれない｡したがって,組織

風土を変革しようとする場合には,自社が属する業界の

競争状況や顧客の動きによって,組織風土が制約される

という点を忘れてはならないだろう｡分析結果によると,

組織風土の次元のうち,顧客志向の組織風土が環境変化

によって強い影響を受けている｡これは,顧客の立場に

立って行動する傾向が,マネジメントによる人為的な組

織改革よりも,むしろ顧客や競合企業からの圧力によっ

て必然的に生じることを示しているC

2)組織改革の影響 組織構造 ･システムの変化のう

ち,組織風土に影響を与えているのは,組織改正や組織

改革運動の動きであった｡ここで注目したいのは,人員

の削減や事業の統廃合といった削減型の1)ス トラによる

影響が見られなかった点である｡このことは, レイオフ

などの後ろ向きの改革では組織風土を変えることができ

ないことを示している｡むしろ,人員削減をすることな

しに全社的に改革運動を起こす方が,従業員の行動変化

を引き起こす可能性を持つと考えられる｡分析結果によ

ると,特に,部門間のコミュニケーションを活発化させ

る上で,組織構造の改革が有効であることが明らかにな

った｡これは,組織全体が共通の目標を持って改革にあ

たることから,部門を超えた協力が生まれると解釈でき

る｡従来,組織風土を変革することの難しさが強調され,

人為的な組織改革運動の有効性に関して疑問が投げかけ

られてきたが (Uttal,1983),本研究の結果は,組織開

発による組織風土改革の可能性を示唆するものである.

ただし,注意しなければならないことは,組織構造 ･シ

ステムを変更することによって改革し易い組織風土次元

と,改革が困難な次元が存在するという点である｡事実,

組織再編成は,顧客志向,自主性の次元に対 して統計的

に有意な影響を及ぼしていなかった｡

また,組織改革の影響が確認されたのに対し,経営陣

の交代による効果が見られなかった点は興味深い｡この

結果は,組織内において比較的パワーの小さい新卒者お

よび中途採用者とは違い,影響力のあると考えられる経

営陣の交代は組織風土に影響を及ぼす,という予想に反

しているoしかし,経営陣の交代が組織風土に対して間

接的な影響力を及ぼしている可能性も存在する｡なぜな

ら,パス解析において,経営陣の交代は組織再編成と強

い相関が見られたからであるOすなわち,経営陣が交代

すること自体の影響は小さいが,交代した経営陣が組織

改革を実施することで,間接的に組織風土が変化すると

考えられる｡このことは,改革の意思及び,優れたリー

ダーシップを持った経営陣に代わることによってはじめ

て,組織風土が変ることを示唆している｡

3)経営成果の影響 全社的な業績向上が組織風土に

影響を及ぼしていることが明らかになったo特に,｢自

主性を重んじる風土｣ を高め,｢部門間のコミュニケー
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ショソ｣を促進する効果が見られた｡これらの特性は,

Peters&Wateman(1982)によっても,エクセレント

･カンパニーの条件として挙げられており,組織文化の重

要な次元である｡この結果は,業績が向上するに従って

権限が委譲され,個々のメンバーに自主性が認められる

と同時に,異なる部門間における相互作用が活発化する

ことを示している｡ここで注目したいのは,組織風土と

業績の困果関係である｡これまでの研究では,強い組織

風土 ･文化が業績を高めるとする StrongCulture仮説

が強調されてきた (Sa庁bld,1988).つまり,組織風土

･文化が原田で,業溝が結果として考えられてきたoLか

し,本研究の分析によって,業績が向上した結果として

組織風土 ･文化が変化するという逆の因果関係も存在す

ることが示唆された (注7)｡この結果は,必ずしも,

業績を高める源泉としての組織風土 ･文化を否定するも

のではなく,両者は相互作用しているとも考えることが

できる｡だが,鼠織風土 ･文化は業績の結果要田にすぎ

ない可能性も存在する点に注意したい｡また,仮に組織

風土 ･文化が業績の源泉だとしても,その関係は単純で

はないだろう (Saffold,1988)｡これまで多数の組織風

土 ･文化研究が StrongCulture仮説に基づいて行われ

てきた点を考えると,組織風土 ･文化と業績の因果関係

を再検討することは緊急課題であると思われる｡

4) 特定の成功体験 組織風土を変革する際,組織内

の特定部門や特定商品 ･サービスに重点投資し,その成

功を核にして社内の行動/くターンを変革することも可能

である｡特に,特定の成功体験には自主性の風土を広め

る効果があることが示された｡全社的な経営成果の影響

と同様に,成功した部署に対しては独自の仕事の進め方

を認めるようになる,と解釈できる｡この結果は,組織

の進化論的アプローチの妥当性を支持するものである｡

2.本研究の問題点と今後の課題

分析の結果,いくつかの示唆が得られたが,本研究は

大まかな方向性を探ったに過ぎず,方法論的にも問題を

含んでいる｡今後の研究のためにも,本研究における問

題点と課題について以下で検討したい｡

本研究が抱える第 1の問題点は,組織風土を ｢共有さ

れた行動パターン｣として限定的に定義している点であ

る｡この理由は前述したように,価値よりも慣習のレベ

ルにおいて組織間の差が見られるという点,および組織

改革の最終的な目的が組織内における意思決定 ･行動パ

ターンの変革であるという点を重視し,他の組織要田と

の概念的区別を明確にするためである｡しかし,現在の

研究がむしろ組織文化中心に行われていることを考える

と,他の組織特性と重複しない形で組織文化概念を明確

(注7) 本研究の場合,業績と組織文化の間に時間的な
差を設けてあるたbt',ある程度,原因と結果が判別可能

であると考えられる.

に定義し,価値 ･仮定レベルにおける操作的定義を確立

する必要があると考えられる｡

第2の問題点は,質問紙調査の方法である｡本研究

では,一社につき1サンプルという簡便な方法を採用

しているため,回答に偏 りが生じる恐れがある｡一組織

から収集する回答の数を増やすことでバイアスを小さく

することができると考えられるが,問題はそれほど単純

ではない｡-鼠織につきどの程度の数の回答が得られれ

ば妥当な結果が得られるのか｡また,得られた回答の平

均値を,組織の特性として採用することに問題がないの

か｡あるいは,どの程度の分散であれば組織内で ｢共有｣

されたとみなすのか｡さらに,鼠織文化は個人の属性と

して考えるべきか,それとも組織の属性なのか,といっ

た問題が存在する｡このような点は Multilevelの測定

問題として今だに解決されないのが現状である (Click,

1985)｡こうした状況を考え,本研究では,まず簡便な

方法を採用することで大まかな方向性を探ることに焦点

をしぼった｡しかし,今後の研究においては,少しでも

妥当な結果が得られるように,測定の工夫をする必要が

あると思われる｡

さらに,本研究では,調査対象を岡山県内の企業に限

定している｡サンプルを全国規模に拡大することにより,

さらに一般化可能な結果が得られるだろうo

第3の問題点は,本研究のモデルに導入された独立

変数についてである｡導入された変数以外にも,組織風

土 ･文化と関連の深い要田が存在すると思われる｡例え

ば,戦略は何らかの形でモデルに導入すべきであろう｡

また,すでに導入した組織構造とシステムに関する項目

ち,十分とはいえないO例えは,組織再編成という変数

には,｢組織改正｣あるいは ｢組織改革運動｣という項目

が含まれているが,具体的にどのような改正なのか暖味

である｡この点に関して,さらに具体的な構造改革,シ

ステムの変更についての項目を盛 り込むことによって,

より実践的な示唆が得られると考えられる｡

最後の問題点として,分析単位の問題がある｡測定の

問題とも関係するが,はたして組織全体の風土を測定す

ることに意味があるのか,という点である｡むしろ,風

土を部門単位で分析すること,あるいは組織における部

門風土の相互作用に焦点を当てることの方が有益な結果

が得られるかもしれない｡特に,いくつもの業界に属す

る多角化した大企業を分析する場合には,部門単位で分

析すべきかもしれない｡ただ,本研究で扱った企業は従

業員数が500人以下の中堅企業が中心であることを考

えると,組織を分析単位とすることには意味があると考

えられる｡

以上のように,大きく4つの問題点を指摘 したが,

これらの問題点を改善しつつ,さらに各規定田の効果を

検討する必要があろう｡本研究では,組織が主体的に行
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う計画的変革が鼠織風土に対して影響を及ぼしているこ

とが示唆されたが,この点に関しては組織開発の研究を

応用することで,さらに実践的な結果が得られるかもし

れない｡また,これまでの鼠織風土 ･文化研究の前提と

なっていた,業績との田果関係を再検討することは重要

であると思われる｡組織風土 ･文化の業続-の貢献プロ

セス,あるいは組織風土 ･文化の形成プロセスについて

の定量研究は,この分野の理論的発展をさらに促すもの

と考えられる｡
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